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参考資料                                    １ 長崎県子育て条例

平成20年10月14日 長崎県条例第45号

改正 令和２年３月27日 長崎県条例第22号

いつの時代も子どもは社会の宝であり未来へ

の希望です。

本県の美しい自然環境や海外との交流の歴史

に彩られた豊かな文化の中で、一人ひとりの子ど

もが、かけがえのない存在として大切に育てられ

ることは、県民すべての願いです。

近年、少子化や核家族化の進行等に伴い、地域

の活力や、家庭と地域の養育力の低下が心配され

ています。子どもが自らを大切に思い、夢と希望

を持って健やかに成長できる環境をつくること

が、私たちにとって何よりも重要な課題です。

私たちは、今こそ、しっかりと子どもと向き合

い、何をなすべきか、子どもや子育て家庭にとっ

て何が幸せかを考えなければなりません。

また、子どもが成長に応じた出会いや体験をと

おして、自立する力、命の大切さや他人を思いや

り尊敬する心を身につけるよう育てなければな

りません。そして、子育て家庭が幸せを感じるよ

う、共に手をとりあって具体的に行動することが

大切です。

私たちすべての大人はそれぞれの責任を自覚

して、親が安心して子どもを生み育てることがで

き、子どもが生まれてきてよかったと感じる社会

の実現に県民総ぐるみで取り組むことを決意し、

この条例を制定します。

第1章 総則

（めざすもの）

第1条 この条例は、子どもや子育ての支援につ

いて基本的な考え方を定め、県、市町、保護者、

県民、学校等など、それぞれの役割を明らかに

するとともに、県の施策の基本となる事項を定

めることにより、県民総ぐるみで、子どもが夢

と希望を持って健やかに成長できる環境を整

備し、安心して子どもを生み育てることのでき

る社会の実現を目的としています。

（用語の意味）

第2条 この条例で使用する用語の意味は、次の

とおりです。

(1)子ども 18歳未満の者をいいます。

(2)保護者 父母や里親など、実際に子どもを保

護し監督する者をいいます。

(3)学校等 保育所、幼稚園、小学校、中学校、

義務教育学校、高等学校、特別支援学校など、

実際に子どもを養育し、または教育する施設

をいいます。

(4)地域の団体 自治会、子ども会、地域婦人会、

老人クラブ、NPOなど、地域で活動する団体

をいいます。

（基本的な考え方）

第3条 この条例では、子育てについて次のよう

に考えます。

(1)子どもを育てる最も重要な責任は保護者に

あります。

(2)子どもや子育て家庭を県民総ぐるみで支援

します。

(3)子どもは、あらゆる身体的または精神的な

暴力やその他の不当な扱いを受けることは

なく、最善の利益が優先して考慮されます。

児童虐待は、子どもへの重大な権利侵害であ

り、しつけに際して、体罰を加えることは許

されないとの認識のもと、社会全体で、その

防止が図られなければなりません。また、子

どもも社会の一員としてルールを守り、他の

人の権利を尊重することが大切です。

2 県は、この条例に役割を定めるものと連携し

て、この条例に関する施策を行います。

（県の役割）

第4条 県は、基本的な考え方にそって、安心し

て子どもを生み育てることのできる環境の整

備を総合的かつ計画的に進めます。

（市町の役割）

第5条 市町は、県などと連携して、安心して子

どもを生み育てることのできる環境の整備を

総合的かつ計画的に進めます。

（保護者の役割）

第6条 保護者は、子どもと過ごす時間を大切に

し、子どもに基本的な生活習慣と社会のルール

を身につけさせ、思いやりのある自立した社会

人となるよう、深い愛情と責任を持って育てま

す。

2 保護者は、地域の一員として積極的に地域の

人たちと交流し、地域の子どもの健やかな成長

を支援します。

3 保護者は、子育てなどで悩みがあるときは速

やかに周囲の人や専門機関などに相談します。

4 保護者は、児童相談所又は市町などが行う子

どもの安全確認措置に協力するとともに、児童

相談所又は市町などによる指導を受けた場合

は、必要な改善等に取り組みます。

（県民の役割）

第7条 県民は、地域の一員としての自覚を持ち、

学校等や地域の団体と協力して、子どもが健や

かに成長できる地域づくりに努めます。

１ 長崎県子育て条例
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2 県民は、県や市町などと連携して、児童虐待

やいじめ、不登校など、子どもに関する問題等

の発生予防や早期発見、早期対応に努めます。

（学校等の役割）

第8条 学校等は、保護者や地域の団体などと協

力して、子どもの豊かな人間性など生きる力を

育てます。

2 学校等は、県や市町などと連携して、児童虐

待やいじめ、不登校など、子どもに関する問題

等の発生予防や早期発見、早期対応に取り組み

ます。

（PTAなどの役割）

第 9 条 PTA（学校における保護者などで構成さ

れる団体をいいます。）などは、子どもの健や

かな成長をめざし、学校等や地域の団体などと

協力して活動します。

（地域の団体の役割）

第 10 条 地域の団体は、子育て家庭が気軽に子

育ての相談ができるよう努めるなど、地域の子

育てを支援します。

2 地域の団体は、子どもが豊かな心や社会性を

養うための体験の機会を提供するよう努めま

す。

3 地域の団体は、子どもや子育ての支援にあた

っては、相互に連携するように努めるとともに、

学校等や保護者の取組に協力します。

（医療機関の役割）

第11条 医療機関は、県や市町などと連携して、

県民が安心して子どもを生み育てることがで

きるよう、適切な医療の提供に努めます。

2 医療機関は、県や市町などと連携して、児童

虐待などの早期発見や早期対応に努めます。

（事業主の役割）

第 12 条 事業主は、子育てにおける保護者の役

割をよく理解し、従業員が充実した職業生活と

豊かな家庭生活を営むことができるよう、労働

環境の整備に努めます。

2 事業主は、県や市町、学校等や地域の団体な

どが行う子どもや子育て支援のための取組に

協力します。

第2章 子育て環境の整備

（妊娠・出産の支援）

第13条 県は、市町や医療機関などと連携して、

県民が安心して子どもを生み育てることがで

きるように、周産期（妊娠 22 週から出生後 7

日未満の時期をいいます。）医療や小児医療の

充実に向けた取組を進めます。

2 県は、妊娠や出産に関する悩みや不妊治療に

関して、相談や情報提供など必要な取組を進め

ます。

（子育て支援の充実）

第 14 条 県は、市町などが実施する保育サービ

スや子どもの居場所づくり、地域の子育て支援

拠点づくりに関する取組などを支援します。

（家庭教育への支援）

第 15 条 県は、市町などと連携して、子育てに

ついて学習する機会や情報を保護者に提供す

るなど、家庭教育を支援します。

2 県は、市町などと連携して、子どもが体験活

動などに積極的に参加するように、保護者へ広

報や啓発を行います。

3 県は、市町や企業などと連携して、保護者に、

電子ゲームや情報機器類への依存がもたらす

弊害などの情報を提供するなど、必要な取組を

進めます。

（まちづくり）

第 16 条 県は、市町などと連携して、子どもが

のびのびと活動できる場所を確保するなど、子

どもや保護者などの利用に配慮した安全に生

活できるまちづくりに向けた取組を進めます。

（仕事と家庭生活の調和）

第 17 条 県は、子どもが保護者とできるだけ多

くの時間をともに過ごすことができるように、

仕事と家庭生活の調和や育児における保護者

の役割などについて、県民への普及と啓発を行

います。

2 県内の一般事業主（国や地方公共団体以外の

事業主をいいます。）は、次世代育成支援対策

推進法（平成15年法律第120号）第12条第1

項に規定する一般事業主行動計画の策定と公

表、従業員への周知に努めます。

（広報と啓発）

第 18 条 県は、子育てに関する県民の意識を高

めるために、子どもや子育ての支援に積極的に

取り組んでいる個人や団体などを表彰し、子育

て支援の模範的な活動や取組を広く県民に紹

介するなど、広報と啓発を行います。

第3章 子どもの心と命を守るための取組

（相談・支援体制の充実）

第 19 条 県は、市町などと連携して、児童虐待

やいじめ、不登校など、子どもに関する問題等

の発生予防や早期発見、早期対応のために、相

談・支援体制の充実に向けた取組を進めます。

（関係機関の連携による対応）

第20条 県は、児童虐待やいじめ、不登校など、

子どもに関する問題等について、児童福祉法

（昭和22年法律第164号）第25条の２の規定

により市町が設置する要保護児童対策地域協

議会（次条において「要対協」といいます。）

等において、児童相談所や警察、学校等、市町

などの関係機関で情報共有し、連携して適切に

対応します。

（市町などへの支援）

第21条 県は、児童虐待やいじめ、不登校など、
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子どもに関する問題等に適切に対応するため

に、要対協や、児童福祉施設などを支援します。

第4章 ココロねっこ運動の推進

（ココロねっこ運動）

第 22 条 長崎県独自の県民運動「ココロねっこ

運動」とは、子どもの心の根っこを育てるため

に大人のあり方を見直し、子どもの健やかな成

長を促すための活動や取組をいいます。

（運動の主体）

第 23 条 ココロねっこ運動の活動主体は、県民

一人ひとりであり、前条に定める活動や取組を

行う学校等や地域の団体などを含みます。

（運動の支援）

第 24 条 県は、市町などと連携して、県民一人

ひとりが子どもの成長に関心を持ち、子どもを

健やかに育てる環境づくりに積極的に参加す

るように、ココロねっこ運動の普及を支援しま

す。

第5章 家庭の日

（家庭の日）

第25条 県民は、毎月第3日曜日を標準として、

毎月1回「家庭の日」を定め、家族のきずなを

深めるように努めます。

2 県は、市町などと連携して、家庭の日の趣旨

について広報と啓発を行います。

第6章 行動計画と協議会

（行動計画）

第 26 条 県は、この条例に関する取組を総合的

かつ計画的に進めるために、行動計画を定めま

す。

（協議会）

第27条 県は、この条例に関する取組を、市町、

学校等、地域の団体、企業などと連携して推進

するための協議会を設置します。

2 県は、行動計画を定めるときや変更するとき

は、協議会の意見を聴きます。

3 協議会は、委員50人以内で組織します。

4 委員は、広く県民の中から、知事が委嘱また

は任命します。

5 委員の任期は 2 年とします。ただし、補欠の

委員の任期は、前任者の在任期間とします。ま

た、再任されることができます。

6 この他、協議会に関することは別に定めます。

附則

この条例は、公布の日から施行する。
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参考資料                                ２ 長崎県子育て条例推進体制

長崎県子育て条例推進体制

２ 長崎県子育て条例推進体制

長崎県子育て条例の推進
（子ども･子育て支援施策、次世代育成支援対策及び子ども・若者育成支援対策を含む）

会 長：副知事

副会長：こども政策局長

会 員：知事部局各部局長、教育長、

交通局長、県警警務部長

長崎県次世代育成支援対策推進会議

会 長：知事

委 員：行政・福祉・教育・経済等

     各分野の代表、学識経験者、

     一般公募など

      計50名以内

長崎県子育て条例推進協議会

知事部局、教育庁、交通局、県警

関係主管14課（部）長

長崎県次世代育成支援対策推進

連絡会議

委員：行政、福祉、教育、保健、医療

   矯正、更生保護、雇用、

NPOなど

長崎県子ども・若者支援地域協議会

実務者会議

県行動計画関係46課・室

県行動計画分科会

知事部局、各種委員会、議会等

関係主管14課（部）長

長崎県特定事業主行動計画連絡会議

特定事業主行動計画

関係25課・室

特定事業主行動計画分科会
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参考資料                           ３ 長崎県子育て条例推進協議会設置要綱

（設置）

第１条 長崎県子育て条例（平成20年条例第45号）第27条の規定に基づき、長崎県子育て条例推進

協議会（以下「協議会」）を置く。

２ 協議会は、次世代育成支援対策推進法（平成15 年法律第120号）第21条第1項に基づく次世代

育成支援対策地域協議会及び子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第77条第４項に基づ

く子ども・子育て会議、子ども・若者育成支援推進法（平成21年法律第71号）第19条第1項に基

づく子ども・若者支援地域協議会を兼ねるものとする。

（委員）

第２条 協議会の委員は、別表１に掲げる団体等の代表者及び個人とする。

（会長及び副会長）

第３条 協議会に会長と副会長を置く。

２ 会長は知事とし、副会長は会長が指名する。

３  会長は会務を総理する。

４  副会長は会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代行する。

（会議）

第４条 協議会は会長が招集し、その議長は会長が指名した者が行う。

２  会長は必要があると認めるときは、協議会に委員以外の学識経験者等の出席を求め、その意見を

聴くことができる。

３ 協議会に、社会生活を営む上での困難を有する子ども・若者に対する支援を効果的かつ円滑に実

施することを目的として、実務者会議を置く。

（庶務）

第５条 協議会の庶務は、こども政策局こども未来課において処理する。

（雑則）

第６条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、別に定める。

附則

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

附則

この要綱は、平成２２年１２月２４日から施行する。

附則

この要綱は、平成２３年６月８日から施行する。

附則

この要綱は、平成２４年５月１６日から施行する。

附則

この要綱は、平成２５年８月１日から施行する。

３ 長崎県子育て条例推進協議会設置要綱
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長崎県子育て条例推進協議会委員                （別表１）

番号 構成 所属等

１ 会長（１） 長崎県知事

２

福祉

保健

医療（１２）

長崎県保育協会

３ 長崎県学童保育連絡協議会

４ 長崎県民生委員児童委員協議会

５ 長崎県社会福祉協議会

６ 長崎県母子寡婦福祉連合会

７ 長崎県手をつなぐ育成会

８ 長崎県看護協会

９ 長崎県市町村保健師会

１０ 長崎県医師会

１１ 長崎県歯科医師会

１２ 長崎県臨床心理士会

１３ 長崎県栄養士会

１４

教育（３）

長崎県私立幼稚園連合会

１５ 長崎県校長会

１６ 長崎県高等学校長協会

１７
経済

労働（３）

長崎県商工会議所連合会

１８ 長崎県商工会連合会

１９ 連合長崎

２０
安全安心（２）

長崎県防犯協会連合会

２１ 長崎県人権擁護委員連合会

２２
地域（２）

長崎県地域婦人団体連絡協議会

２３ 長崎県青少年育成市町民会議連絡協議会

２４
保護者（２）

長崎県ＰＴＡ連合会

２５ 長崎県私立幼稚園ＰＴＡ連合会

２６
マスコミ（２）

新聞社

２７ テレビ局

２８
学識（２）

大学教授

２９ 大学教授

３０

公募委員（３）

公募委員

３１ 公募委員

３２ 公募委員

３３

行政（４）

長崎労働局

３４ 市長会

３５ 町村会

３６ こども政策局長
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長崎県子育て条例推進協議会名簿（令和２年１月現在）（５０音順）

氏    名 役   職   等

中村 法道 長崎県知事

安部 恵美子 長崎短期大学学長

有田 光太郎 長崎県私立幼稚園ＰＴＡ連合会会長

内橋  彰 長崎県私立幼稚園連合会会長

江嶋 慶子 長崎県商工会連合会女性部連合会会長

遠藤 理史 ＮＨＫ長崎放送局局長

音成 直美 公募委員

小山  浩 長崎県学童保育連絡協議会会長

金成 真一 長崎労働局局長

川口 里津枝 長崎県母子寡婦福祉連合会理事長

北御門 真紀 長崎県市町村保健師会会長

木村 伸次郎 長崎県社会福祉協議会専務理事

久米  直 長崎県青少年育成市町民会議連絡協議会会長

小西 祐馬 長崎大学教育学部准教授

酒井 友文 長崎県校長会会長

酒井 陽子 公募委員

坂田 千枝子 長崎県看護協会副会長

篠﨑 彰子 長崎県栄養士会会長

渋谷 昌史 長崎県歯科医師会専務理事

園田 俊輔 こども政策局長

髙田 美穂 連合長崎女性委員会委員長

田崎 智博 長崎新聞社編集局次長

大徳 朋子 長崎県臨床心理士会理事

長島 志津代 長崎県手をつなぐ育成会理事

永間 逸男 長崎県人権擁護委員連合会会長

西川 義文 長崎県保育協会会長

西山 智子 長崎県地域婦人団体連絡協議会会長

野田 定延 長崎県高等学校長協会会長

廣瀬 教子 長崎県商工会議所連合会女性会連合会副会長

藤田 庄三 長崎県市長会（長崎市こども部長）

古庄  剛 長崎県町村会副会長

古豊 史子 公募委員

松藤 嘉嗣 長崎県民生委員児童委員協議会会長

宮﨑 真奈美 長崎県ＰＴＡ連合会母親委員会副委員長

森崎 正幸 長崎県医師会会長

吉原 博之 長崎県防犯協会連合会専務理事
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（目的）

第１条 少子化に対応し、家庭や子育てに夢を持てる環境づくりの一層の促進を目的として、関係

各部・課等の相互の緊密な連携を確保し、総合的かつ効果的な施策を推進するため、長崎県次世

代育成支援対策推進会議（以下「推進会議」という。）等を設置する。

（所掌事務）

第２条 推進会議は、次の各号に掲げる事務を行う。

① 次世代育成支援に関する総合的な行政施策の企画調整及び推進に関すること。

② 次世代育成支援対策推進法に基づく県行動計画及び特定事業主行動計画の策定に関するこ

と。

③ 子ども・若者育成支援推進法に基づく県子ども・若者計画の策定に関すること。

④ その他会長が必要と認める事項に関すること。

（組織）

第３条 推進会議は、副知事を会長、こども政策局長を副会長とし、別表１に掲げる者をもって組

織する。

２ 推進会議のもとに、関係各課等が連携し、計画的に推進するため、別表２に掲げる者をもって

構成する長崎県次世代育成支援対策推進連絡会議（以下「県計画連絡会議」という。）及び別表

３に掲げる者をもって構成する長崎県特定事業主行動計画連絡会議（以下「特定計画連絡会議」

という）を組織する。

３ 推進会議及び各連絡会議の特定事項を調査・研究するため、必要に応じて関係各課等職員で構

成するワーキンググループを組織する。

（会議）

第４条 推進会議は、会長が招集し、その議長となる。

２ 県計画連絡会議は、こども政策局長が招集し、その議長となる。

３ 特定計画連絡会議は、総務部長が招集し、その議長となる。

（事務局）

第５条 推進会議及び県計画連絡会議の庶務を処理するため、事務局をこども政策局こども未来課

に置く。

２ 特定計画連絡会議の庶務を処理するため、事務局を総務部人事課に置く。

（その他）

第６条 この要綱で定めるもののほか、運営について必要な事項は会長が別に定める。

附 則 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。

附 則 この要綱は、平成１８年４月３日から施行する。

附 則 この要綱は、平成２０年３月１０日から施行する。

附 則 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

附 則 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則 この要綱は、平成２３年１月７日から施行する。

附 則 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。

４ 長崎県次世代育成支援対策推進会議等設置要綱
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別表１ 長崎県次世代育成支援対策推進会議

会 長  副知事

副会長  こども政策局長

会 員  総務部長

企画振興部長

     文化観光国際部長

     県民生活部長

          環境部長

会 員  福祉保健部長

産業労働部長

     水産部長

         農林部長

          土木部長

          教育長

          交通局長

          県警察本部警務部長

別表２ 長崎県次世代育成支援対策推進連絡会議

総務部       総務文書課長

企画振興部     政策企画課長

文化観光国際部   文化振興課長

県民生活部     県民協働課長

環境部       環境政策課長

福祉保健部     福祉保健課長

こども政策局    こども未来課長

産業労働部     産業政策課長

水産部       漁政課長

農林部       農政課長

土木部       監理課長

交通局       管理部長

教育庁       総務課長

県警察本部     警務課長

別表３ 長崎県特定事業主行動計画連絡会議

総務部          総務文書課長

                人事課長

企画振興部   政策企画課長

県民生活部    県民協働課長

福祉保健部      福祉保健課長

こども政策局   こども未来課長

教育庁          総務課長

選挙管理委員会   市町村課長

監査事務局    監査課長

人事委員会     職員課長

海区漁業調整委員会 漁業振興課長

議会事務局     総務課長

交通局       管理部長     

県警察本部     警務課長
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長崎県福祉保健部こども政策局こども未来課
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     TEL：095-895-2681
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長 崎 県


